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（答申第３５号） 

答   申 

 

第１ 審査会の結論 

   岐阜県警察本部長（以下「実施機関」という。）が行った、（株）○○○○○との意見

交換等に係る特定個人に関する情報の存否を明らかにしないで非開示とした決定は妥当で

ある。 

 

第２ 諮問事案の概要   

１ 個人情報開示請求 

（１）審査請求人は、岐阜県個人情報保護条例（平成１０年岐阜県条例第２１号。以下「条

例」という。）第１６条第１項の規定に基づき、平成２６年８月６日付けで、次のとお

り個人情報開示請求（以下「本件開示請求」という。）を行った。 

（２）本件開示請求の内容 

   ア ２０１４．７．２４朝日新聞報道内容岐阜県の警察と（株）○○○○○との意見交

換に関する情報 

イ ５．２６の意見交換会における私の個人情報提供について、その事実関係（情報の

入手方法、内容について） 

２ 実施機関の決定 

実施機関は、対象となる個人情報が条例第１５条の２に該当すると判断し、開示請求の

あった保有個人情報の有無に関する情報は、これを開示することにより、警察が特定の個

人に係る情報を収集しているか否かが明らかとなり、警察の情報収集活動に支障を及ぼす

おそれがあるため、条例第１４条第５号に該当し、かつ、本件開示請求に係る保有個人情

報が存在しているか否かを答えるだけで、非開示情報を開示することとなるため、当該保

有個人情報の存否自体を回答できないとの理由を付して個人情報非開示決定（以下「本件

処分」という。）を行い、平成２６年８月１８日付け備一第６８４号により審査請求人に通

知した。 

３ 審査請求 

 審査請求人は、本件処分を不服として、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）

第５条の規定に基づき、平成２６年１０月１７日付けで、岐阜県公安委員会（以下「諮問

庁」という。）に対して、審査請求（以下「本件審査請求」という。）を行った。 

 ４ 諮問 

諮問庁は、条例第２４条第１項の規定に基づき、平成２６年１１月７日付け岐公委（備

一）第８号で、本件審査請求に対する裁決について、岐阜県個人情報保護審査会（以下「審

査会」という。）に諮問した。 

 

第３ 審査請求人の主張 

１ 審査請求の趣旨 

本件処分を取り消し、審査請求人の個人情報を全面的に開示することを求める。 
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２ 審査請求の理由 

審査請求人が、審査請求書及び意見書において主張する審査請求の理由は、おおむね以

下のとおりである。 

（１）条例第１４条第５号該当性について 

   ア 「犯罪の予防」について 

条例第１４条第５号の未然に防止すべき「犯罪」とは、一般的・抽象的なおそれが

認められるだけでは足りず、犯罪の発生が「明白かつ差し迫った現在の危険」として

存在することが必要である。 

本件の風力発電施設に反対する運動及び審査請求人の個人情報は、何ら具体的な犯

罪と関わるものではない。 

そのうえ、警察の情報収集活動及び（株）○○○○○への情報の提供が、具体的な

犯罪とどのように結びついているのか一切説明されておらず、警察の情報収集活動は、

犯罪の予防、鎮圧又は捜査等を目的とするものではなく、その他明らかにされていな

い何らかの目的によるものであると解さざるを得ない。 

そうすると、本件請求に係る保有個人情報に、犯罪の予防等を目的とする情報収集

活動における「着眼点や手法等に関する情報」が含まれているという実施機関の主張

は失当である。 

イ 「専門的・技術的判断」について 

仮に、警察による情報収集と情報の提供が、何らかの意味で犯罪の予防等に関わる

ものであるという説明がなされたとすると、その場合、理由説明書のいう「高度な専

門的・技術的判断」が意味を持ってくる可能性がある。 

しかし、「専門的・技術的判断」がいかなる事実を根拠とした判断であるのか、全く

説明はなされておらず、全く不明である。 

判断の根拠及び過程を全く示すことなく「高度な専門的・技術的判断」とだけ言う

実施機関の主張は失当である。 

また、諮問庁の再反論として、「専門的・技術的判断の根拠となる事実及び判断過程

を説明することは、結局は犯罪予防等に係る警察の情報収集活動の着眼点等を明らか

にするに他ならない。」旨の主張が予想される。 

しかし、条例は「警察本部長」の保有する個人情報をも開示の対象としているので

あるから（条例第２条第２号、第１４条等）、上記のような主張は条例が制定されてい

る以上、とりえないものである。 

ウ 「相当の理由」について 

    条例第１４条第５号の「相当の理由」について、理由説明書では、この点は一切触

れられていない。ただ、「警察の情報収集活動の対象（又は方針、関心事項）等に関す

る情報」であり、「相当の理由がある情報と認められる」と言っているにすぎない。 

（２）条例第１５条の２該当性について 

そもそも、本件保有個人情報は上記のとおり条例第１４条第５号に該当しない。 

また、警察は、（株）○○○○○と情報交換を行ったことを認めており、（株）○○○

○○作成の議事録が存在していることから、実施機関が審査請求人の個人情報を保有し

ていることは明らかになっている。 
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（３）その他の主張について 

（株）○○○○○作成の議事録によれば、私に関する個人情報が、漏えいされており、

その内容については、不正確であり、事実誤認の情報である。 

どのように岐阜県大垣警察署（以下「大垣署」という。）がこのような情報を入手し、

また、なぜ（株）○○○○○に情報提供される必要があったのか、非常に疑問であり、

また不安である。 

実際には、新聞での一部報道とは違う会話内容であった可能性もあり、岐阜県警察は

大垣署に対し、事実関係を確認し、このときの実際の会話を当事者である私に説明する

責任がある。 

実施機関は、当然個人情報は適正な取扱いをするべきであり、個人の安寧な生活を乱

すような権利利益を侵害することは許されないと考える。 

 

第４ 諮問庁の主張 

諮問庁が、理由説明書及び口頭意見陳述において主張しているところは、おおむね以下

のとおりである。 

１ 趣旨 

  本件審査請求を容認しない旨の答申を求める。 

２ 本件対象個人情報の性質 

審査請求人が引用する「２０１４．７．２４付 朝日新聞」の報道内容を確認したとこ

ろ、風力発電施設建設をめぐり、警察が特定の個人に関する情報を特定の企業に漏えいし

たとされる記事が掲載されていたことから、本件開示請求は、特定の企業に漏えいしたと

される審査請求人の情報について求めたものであると判断できる。 

したがって、仮に当該請求に係る個人情報が存在するとすれば、当該請求に係る個人情

報は、特定の個人に対する警察の情報収集活動に係る情報ということができ、このような

個人情報には、当然のこととして、特定の個人が警察の情報収集活動の対象とされている

か否かに関する情報が含まれているほか、警察の情報収集活動の着眼点や手法等に関する

情報が記載されていることとなる。 

３ 条例第１４条第５号該当性について 

犯罪の予防、捜査等に関する情報については、その性質上、開示されれば公共の安全や

秩序の維持に取り返しのつかない重大な支障を及ぼすおそれがあるため、最悪の事態を想

定した慎重な取扱いが求められることや、開示・非開示の判断に犯罪等に関する将来予測

としての高度な専門的・技術的判断を要することなどの特殊性が認められるべきである。 

特定の個人が警察の情報収集活動の対象とされているか否かは、警察の情報収集活動の

対象（又は方針、関心事項）等に関する情報であり、これが明らかになることによって、

警察の情報収集活動の実態が露呈されることになる。 

一般に、警察が情報収集の対象としているかどうかが明らかになると、情報収集の相手

方が、情報収集活動の存在を前提として活動することになり、情報収集の対象とされてい

ない場合、そのことを契機として、公共の安全や秩序を害する行為が企図されたり、公共

の安全や秩序を害する行為を企図していた者が、その行為に及ぶ可能性が高まるという弊

害が考えられる。 
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また、施設建設への反対運動の動きがあれば、それに関連して不法行為が発生する

ことが考えられる。反対運動をしている側が群集心理で何らかの行為に及ぶこともあ

れば、反対運動する人々への攻撃もあり、現場での衝突などの事態に備え、推進する

側、利害関係者等の動きなどを見ていく必要があることから、警察としては、こうし

た可能性がある限り、関係者の犯罪歴の有無などにかかわらず、関係情報は収集する

ものである。過去には、施設建設に関連して関係者が襲撃されたと考えられる事例も

ある。 

したがって、本件については、犯罪の予防、鎮圧又は捜査等公共の安全と秩序の維持に

支障を及ぼすおそれがあると実施機関が認めることにつき相当の理由がある情報と認めら

れることから、条例第１４条第５号に該当すると判断したものである。 

４ 条例第１５条の２該当性について 

本件開示請求のように、特定の個人に対する警察の情報収集活動に係る個人情報につい

て開示請求が行われた場合は、当該個人情報の存否を答えるだけで、特定の個人が警察の

情報収集活動の対象とされているか否かという事実が判明し、警察の情報収集活動の対象

（又は方針、関心事項）等が明らかとなるため、公共の安全や秩序を害する行為を企図す

る者において、各種活動を潜在化、巧妙化させるなどの防衛措置を講じられるという弊害

が生じ、条例第１４条第５号に規定する犯罪の予防、鎮圧又は捜査等公共の安全と秩序の

維持に支障を及ぼすおそれがある情報を開示することとなる。 

したがって、本件開示請求に対しては、条例第１５条の２を適用し、非開示決定（存否

応答拒否）を行ったものである。 

５ 審査請求人の主張について 

（１）「条例第１５条の２、第１４条第５号の適用は失当である」との主張について 

審査請求人は、「犯罪」とは無縁である、「情報が存在する」ことは公知の事実とな

っている旨主張している。 

しかしながら、前記のとおり、本件開示請求に対しては、条例第１４条第５号及び同

第１５条の２の適用が妥当であり、審査請求人の主張は理由がない。 

（２）その他の主張について 

７月２４日付け朝日新聞による報道等を踏まえ、岐阜県警察において本件について確

認したところ、大垣署署員が（株）○○○○○担当者と会っていたことは確認されたが、

これは、公共の安全と秩序の維持という責務を果たすうえで、通常行っている警察業務

の一環であると判断しており、審査請求人の主張は、本件処分の判断を左右するものと

は認められない。 

    また、（株）○○○○○作成の議事録は、実施機関が作成したものではない。 

 ６ 結論 

   以上のことから、条例第１５条の２の規定に基づいて行った本件処分は妥当なものであ

ると認められることから、諮問庁としては、本件処分は適当と考える。 

 

第５ 審査会の判断 

当審査会は、本件諮問事案について審査した結果、以下のように判断する。 

１ 請求対象個人情報について 
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本件開示請求に係る対象個人情報は、「２０１４．７．２４朝日新聞報道内容岐阜県の

警察と（株）○○○○○との意見交換に関する情報」及び「５．２６の意見交換会におけ

る私の個人情報提供について、その事実関係（情報の入手方法、内容について）」である。 

（株）○○○○○による風力発電施設の建設が計画されていることは公知の事実であり、

また、（株）○○○○○担当者と大垣署署員とが会っていたことについては、実施機関も認

めており、争いがない。 

２ 本件処分の妥当性について 

実施機関は、本件対象個人情報の存否を答えるだけで、条例第１４条第５号に該当する

情報を開示することになるとして、条例第１５条の２の規定により、本件対象個人情報の

存否を明らかにせず、非開示とする決定を行ったものである。 

存否応答拒否を内容とする非開示決定が妥当というためには、仮に対象個人情報が存在

する場合であっても当該情報が非開示情報に該当することが必要であることから、まず、

対象個人情報が条例第１４条第５号の非開示事由に該当するかどうか、次に、条例第１５

条の２に基づき存否を明らかにせず、非開示とする決定を行ったことが妥当かどうかにつ

いて、条例の規定に照らし、以下、順に判断する。 

（１）条例第１４条第５号について 

  ア 条例第１４条第５号の趣旨について 

条例第１４条第５号は、開示することにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の

維持、刑の執行その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると実施

機関が認めることにつき相当の理由がある情報については、開示しないことを定めた

ものである。同号にいう「実施機関が認めることにつき相当の理由がある情報」とは、

審査の場においては、実施機関の第一次的な判断を尊重し、その判断が合理性を持つ

判断として許容される限度内のものであるか否かを判断するものであることを示すも

のである。 

これは、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その他の公共の安全と

秩序の維持に支障を及ぼすおそれがある情報については、その性質上、開示・非開示

の判断に、犯罪等に関する将来予測としての専門的・技術的判断を要することなどの

特殊性が認められるためである。 

イ 条例第１４条第５号該当性について 

  本件開示請求に係る対象個人情報は、（株）○○○○○と大垣署との意見交換に関す

る情報等であり、仮に存在するとすれば、特定の個人に対する警察の情報収集活動に

係る情報であると認められる。 

   特定の個人が警察の情報収集活動の対象にされているか否かは、警察の情報収集活

動の対象（又は方針、関心事項）等に関する情報であり、これを開示することにより、

警察の情報収集活動の対象（又は方針、関心事項）等警察の情報収集活動の実態が明

らかとなるおそれがある。 

そして、警察の情報収集活動の実態が、情報収集の相手方の知るところとなれば、

情報収集活動自体の遂行が困難になるばかりか、情報収集の相手方が、情報収集活動

の存在を前提として活動することにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、

刑の執行その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすこととなると考えられる。 
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また、一般に施設建設の動きがあれば、これに賛成する側、反対する側の対立が生

じ、関係当事者の対応いかんによっては、その対立が激化し、それに関連して不法行

為が発生すれば、場合によっては、加害者にも被害者にもなり得ることが考えられる。 

実施機関としては、こうした事態が生じないよう、警備や安全対策を行っていると

ころ、特定の個人が情報収集の対象とされているかどうかが明らかにされることとな

れば、こうした実施機関の対策が有効に機能しなくなり、不測の事態に備えた効果的

な警備や安全対策が十分に実施できなくなるなどの支障が生じ、ひいては、犯罪の予

防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その他の公共の安全と秩序の維持に支障を

及ぼすおそれがあると考えられる。 

風力発電施設建設の計画が具体的に存在する本件において、警察の情報収集活動の

実態が明らかにされた場合、不測の事態に備え、地域の安全確保、秩序維持の観点か

ら実施機関が行う安全対策が有効に機能せず、結果的にこうした不測の事態に発展す

るおそれがないとは言えず、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その

他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると、実施機関が認めること

につき相当の理由があると考えられる。 

よって、実施機関が条例第１４条第５号に該当するとした判断は、合理性を持つ判

断として許容される限度を超えているとは言えず、妥当である。 

（２）条例第１５条の２について 

ア 条例第１５条の２の趣旨について 

条例第１５条の２は、「開示請求に対し、当該開示請求に係る個人情報が存在して

いるか否かを答えるだけで、非開示情報を開示することとなるときは、実施機関は、

当該個人情報の存否を明らかにしないで、当該開示請求を拒むことができる。」と規

定している。 

同条の「当該開示請求に係る個人情報が存在しているか否かを答えるだけで、非開

示情報を開示することとなるとき」とは、開示請求に係る個人情報が具体的にあるか

ないかにかかわらず、開示請求された個人情報の存否について回答すれば、非開示情

報を開示することとなる場合をいうものである。 

これは、個人情報の存否を明らかにすることによって、条例第１４条各号に規定す

る非開示情報が開示されることと等しい結果をもたらすことにより、同条各号により

非開示とすることで保護しようとする利益が損なわれる場合があるため、このような

場合には、例外的に、個人情報の存否を明らかにしないで開示請求を拒否することが

できることとしたものである。 

イ 条例第１５条の２該当性について 

     前記「（１）イ 条例第１４条第５号の該当性について」の判断のとおり、当該個人

情報の存否を答えることは、審査請求人が警察の情報収集活動の対象とされているか

否かを明らかにする結果を生じさせるものと認められ、本件開示請求に係る対象個人

情報については、その存否を答えるだけで条例第１４条第５号の非開示情報を開示す

ることとなるため、実施機関が、条例第１５条の２の規定により、その存否を明らか

にしないで本件開示請求を拒否したことは妥当である。 

一方、審査請求人は、（株）○○○○○作成の議事録の存在とその記載内容をもっ
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て、実施機関が審査請求人の個人情報を保有していることは明らかであり、存否を明

らかにしないで開示請求を拒否した決定が失当である旨主張することから以下検討す

る。 

確かに、（株）○○○○○作成の議事録が存在し、当該議事録には審査請求人の個人

情報が記載されていることが認められる。 

しかし、条例に基づく開示請求の対象となる個人情報とは、「当該実施機関の保有す

る公文書に記録されている自己の個人情報」であるから（条例第１３条第１項）、（株）

○○○○○作成の議事録が存在するからといって、実施機関が公文書に記録されてい

る審査請求人の個人情報を保有していることが、明らかであるとは言えない。 

したがって、実施機関が、条例第１５条の２の規定により、その存否を明らかにし

ないで本件開示請求を拒否したことは妥当であると認められる。 

３ 結論 

審査請求人のその余の主張は、当審査会の上記判断を左右するものではなく、「第１ 審

査会の結論」のとおり判断する。 

４ 付言 

  当審査会の結論は以上のとおりであるが、以下の点について付言する。 

   大垣署の署員が(株) ○○○○○の職員と面会し、(株) ○○○○○によって作成された

議事録には、審査請求人に関する個人情報が記載されていることが認められる。 

   実施機関においては、なぜこのような議事録が作成されるに至ったのか原因を究明する

ことに加え、個人情報の取扱いが適切であったのか実態把握を行うとともに、その結果を

踏まえ、必要に応じて適切な措置を講じられたい。 

 

第６ 審査会の処理経過 

      審査会は、本件諮問事案について、以下のように審査を行った。 

 審   査   の   経   過 

平成26年11月７日 諮問庁から諮問を受けた。 

平成26年12月12日 諮問庁から非開示決定理由説明書を受領した。 

平成26年12月18日 審査請求人に非開示決定理由説明書を送付した。 

平成27年３月２日 審査請求人から意見書を受領した。 

平成27年３月５日 諮問庁に意見書を送付した。 

平成27年３月20日

（第59回審査会） 

諮問事案の審議を行った。 

平成27年４月９日 審査請求人から補充意見書を受領した。 

平成27年４月10日 諮問庁に補充意見書を送付した。 

平成27年４月15日

（第61回審査会） 

諮問事案の審議を行った。 

 

平成27年４月23日 諮問事案の審議を行った。 
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（第62回審査会） 

平成27年５月27日

（第63回審査会） 

諮問事案の審議を行った。 

 

平成27年６月25日

（第64回審査会） 

諮問事案の審議を行った。 

 

平成27年７月27日

（第65回審査会） 

諮問事案の審議を行った。 
 

平成27年８月31日

（第66回審査会） 

諮問事案の審議を行った。 

 
 
 
 
 
 
  （参考）  岐阜県個人情報保護審査会委員 
 
 役 職 名 

 
氏 名 

 
職   業   等 

 
備 考 

 
 

 
 粟津 明博 

 
朝日大学法学部教授 

 
 

 
   

 
 上谷 千津子 

 
岐阜県商工会連合会女性部 

 
 

 
会 長 

 
 栗山 知 

 
弁護士 

 
 

 
 

 
 桑原 一男 

 
行政書士 

 
 

 
 

 
原山 美知子 

 
岐阜大学工学部准教授 

 
 

 
 

 
和田 恵 

 
弁護士 

 
 

                                                                  （五十音順） 


